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農業 地 域 の変動 に関す るノー ト
「農業所得統計」の整理を中心に
江 波 戸 昭
は じ め に
第2次 世界大戦後,一 貫 して従属産業化の道を歩みつつある日本農業は,農
地改革後の基本的性格 としての農民的土地所有 ・小農経営の存廃をめ ぐって,
現在,大 きな転機にさしかか ってい るといえる。周知のごとく,す でに1950年
代後半以来,日 本農業は た曲が り角.に あるといわれ,一 方で農村 ・農業か ら
の労働力の流出,他 方で 農業経営内部での変革が 進め られていたが,と くに
1960年代にはいって,所 得倍増計画に呼応 した農基法農政の実施,か たや農産
物を もふ くむ 自由化の進展 に伴 って,新 しい段階での農業生産力構造 の創出が
独 占資本に よって要請 され るに至 り,上述の ごとき生産関係の側面でのテコい
れ まで もが必要 とされ るようになった といえよ う。こ うした動向のなかにあ っ
て,農 民の階層差は著 しく開 きつつあ り,さ らに農業生産におけ る部門格差 ・
地域格差は急速に拡大 してきている。加えて,食 品加工資本進出に よる生産者
農民の事実上の賃労働者化,中 央 の独 占的大資本の系列下,下 請 ・再下請に よ
る農村労働力把握のための内職 ・パー トタイムの増大,あ るいは過密 ・過疎両
地域におけ る農業生産基盤 の崩壊な ど,いずれ も農外資本の力に よる農業 ・農
民の再編成の一環 としてとらえ うるものであ り,農業地域 もまた,当 然のこと
なが ら,そ れ らとの対応なしには把握 しえな くなっている。
日本農業が,以 上の ごとき再編過程にあることを念頭に置いた上で,本 稿で
1)
は とりあえず 「農業 所得 統 計」の整 理を試 みたい。 単 にこの種 の統 計のみに
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よって,上 記の視点か らの農業の地域分析を行なえるわけではな く,と くに他
産業 との直接の対応関係をとらえることはできないが,所 得とい う指標を とり
あげることによって,土 地所有 ・経営面積の広狭に制約され ることな く,畜産
までをふ くめて,農 業内部の諸部門を一律に とらえうること,さ らに他産業 と
の比較 も可能であ るとい うことか らして,従 来の土地利用 ・作付面積を重視 し
た農業地域区分に対 して,こ の試みが新 しい区分のための一つの出発点にな り
2)
う る もの と考 え る の で あ る。 そ の 意 味 に お い て,小 論 は 資 料 整 理 の 段 階 で,
こ の変 動 期 に お け る農 業 地 域 構 造 を 検 討 した に す ぎ な い 。 しか も,所 得 統 計 に
お い て は ま っ た く把 握 の 時 外 に 置 か れ て い る地 域 内 部 の 農 家 の 階 層 的 問 題 に つ
い て は,こ こ で は い っ さい ぶ れ な い で お く こ とを お 断 わ り し て お く。
注1)「 農 業所 得統 計」 として公 刊 され た初 年 度(昭和35年)につい ては,拙著(1965):
「日本 農業 の地域 分析 」(仁5農 業所 得 と生 産 性)に おい て分析 してあ る。 本 稿
では以後既 刊分 の昭和42年度 までの もの を扱 って い るが,年 次毎 に地域 単 位や 記
載項 目が統 一 され てい な い ため,各 年 次 の ものを適 宜利 用 した 。
2)同 様 の視 点 か ら農 業地 域 につ い ての考察 を と りあげ た最 近 ρ業績 として は,い
ずれ も印刷 中 の もので あ るが,石 井 素 介(1969):戦後 日本 に おけ る農…業地 域 の構
造 的変 動(経 済地 理学年 報15巻1号 所 収)またはStructuralChangesofAgri-
culturalRegionalizationinPostwarJapan--AnEconomicGeographical
Perspective(明治大 学 人文科 学研 究所紀 要 第7冊 所 収),大貫俊(1969):最近
におけ る農 業 の生産性 一一 水準 と動 向 に関す る地域 的 検討(法 政大 学文学 部紀 要




別 にみた 土地生産性 ・労働生産性は 図1・2に 示す ご と くであ る。 物価指数
の変動 をひ とまず除外 して,単 純 に両年 次を比較 してみ ると,10アール当た り
の土地生産性は全 国平均で19,523円か ら29,669円へ,専 業従事者1人 当た り
の労働生産性は同 じく101,4G7円か ら199,099円へ と増大 してお り,1960年を
100とした指数 でそれぞれ152,196とな ってい る。 さらに1967年には約41,000
円,259,000円で,指 数210,255を示 し,7年 間に2～2.5倍 に増大 してい る
勘定 とな り,と くに労働生産性 の伸 び率 が高い。それ は一一つには,労 働生産性
一2一
が専業従事者を対象に算定 されているため,農 家人 口の流出,兼 業従事者の増
大 といった面での,こ の間におけるい っそ うの進展 と結びついてい るためで も
あろ う。
さて,生 産性にみ られ る地域別動向は,旧 稿でも指摘したごとく,概括的に
表1'生 産性 高位 の地域(1965,1960) 単位:千 円
労 働 生 産 性
府 県・地 域 卜人当1掻 醐
土 地 生 産 性















































































































































































































































































































































































































































































みて,土 地生産性における西南 日本,労 働生産性における東北 日本の卓越が相
変わ らず認め られるものの,1960年度に比べて1965年度は,多 少 とも両生産性
の相関が増大 してきていること,す なわち,労 働生産性の面での西南日本の上
昇率がより大きいため,生 産性の両面において高位の地域が西に傾斜してきて
いることを指摘できる。この点をより明確に とらえるため,ま ず,両 年度にお
け る生産性高位の地域を比較 してみ よう。表1に 示すごとく,1960年度には,
労働生産性において,大 阪,神 奈川の都市近郊地域を例外 として,す べてが北
海道および東北の米作地帯に限定されていたのが,1965年には高知安芸 と佐賀
佐賀 の西南2地 域が新たに加わ っている。一方,土 地生産性でも,地 域的には
大きな変化はないが,全 体 として首位部門における米の地位の低下,1960年当
時の静岡中部,山 梨国中に替 って愛媛中予,高 知安芸 とい った より西方の地域
の拾頭がめだってい る。その結果,1965年には高位12地域中の7地 域 までが四





































































































つ ぎに,同 じ5年 間におけ る両生産性 の伸び率を検討 しよ う。1960年を100
とした1965年の農業地域別指数 を整理 してみ ると,表2の ご とくで,全 体 とし
ては,両 生産性がか な り均衡 して伸びてい ること,土 地生産性 よ りも労働生産
性 の上昇率が高い こ とが認 め られ る。 した が って表 の上でのバ ラツキは あま り
多 くな く,両 生産性 の伸び率を指標に4地 域区分を行 な ってい る1965年度版 の
「農業所得統計」の記載は,こ れ だけの区分に とどまってい る限 り,あ ま り有
2)
効 であ るとは思えない。
両生産性 の伸び率を,農 業地域別地図にお としてみ ると,図3の ごと く,こ
の聞 の地域 的差異が明瞭 に よみ とれ る。すなわ ち,土 地 ・労働両者 ともに,西
南 日本側での上昇率が相対的に高 く,と くに労働生産性 でのそれは著 しい。 土
地生産性においては,従 来,よ り低位 にあ った東北 日本 の一部での,か な りの
上昇 も認め られ る。ただ し,こ れ らの伸 び率全体につい て,か つて きわめ て低
位な水準 にあった後進的地域が,こ の間 にそれな りに標準値に近づいた こ とに
よ り,異 常 なほ どの率を示 す場合があ ることに注 意せねば な らない。た とえば,
表3に 示 され るごと く,土 地 ・労働両者 ともに1,2位 を 占め る対島,壱 岐が
それであ る。1960年度 の全国平均を100とした指数に よ り,120以上 をA,80
～120をB,80未 満 をCと して,表3に 掲げ た上位12地 域 にあてはめてみ る
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と,土 地生産性ではBが8,Cが4でAは な く,労働生産性でもB4,C8で
やは りAはない。いずれにせ よ,相対的に低位にあった地域での上昇が著 しく,
とくに労働生産性の面でのCク ラスか らの上昇が注 目され るところである。 こ
れに対して,す でにかな りの生産力水準に達 していた地域,あ るいは水稲単作
地帯での伸び率が,一 般的にい って鈍い といえる。
伸び率上位の農業地域を地域的にみると,土 地生産性では西南日本が7,関
東以北が5(た だし伊豆七島は西南的性格をもつものともみな しうる)で やや
西南 日本が卓越 しているのに対 し,労働生産性ではすべてが西南日本に属 して
いる。一方,生 産性の伸び率の低位地域は とい うと,表2の 土地生産性指数で
120未満の6地 域は,労 働生産性の低い方か ら,後 志,十 勝,飛 騨,中 東濃,
播州,根 釧 となってお り,北海道はともか く,岐阜,兵 庫両県に該当地域が存
在 していることに示 され るごとく,西南 日本においてもすべての地域で上昇率
が高いのではな く,む しろ低い地域 も併存 していて,生 産性格差が拡大 してい




くで,よ り細部 にわたっての状況を 把 握 しうる。 とくに,西 南 日本における
生産性の高ま りが,全 体的にではな く,農業地域 よりもさらに小単位の,阪 神
から瀬戸内にかけての沿岸,高 知東部の沿岸,北 九州の一部 とい った特定の市
町村に限 られていること,そ の限 りでは,い わゆる太平洋ベル ト地域 とかな り
重複する地域を中心 として,高 位生産性の産地が形成 されていることが示 され
てい る。一方,東 北 日本においても,津軽,庄 内,仙 北,越 後な どの平坦部で
の高位生産性が,か な り局地的ではあるにせ よ,め だつ存在 となっている。
低位生産性の地域は,東 北 ・西南にほぼ共通 して,山 間僻地,換 言すれば過
疎地域 として指摘 され る地域に集中 しているといえる。 こうした点か らしても,
































































































































土 地 生 産 性
生産性の相関か ら,こ の地域格差の増大について検討を加えよう。 この間の変















































と増大 してい る。 また,指 数140以上 の高位地域 も,北 海道を除 い て・6か ら
11へと増大 してお り,各 地域 間の両極分化が激 しい ことを示 してい る・具体 的
な地域名 をあげ る と,1960年に指数60未満 の最下層 の ものは,北 か ら下閉伊,
京都北部,隠 岐,徳 島南部,対 島,壱 岐,天 草,大 島の8地 域で あ ったのが・
1965年には これか ら徳島南部,対 島,壱 岐,大 島が上昇 してぬけ・岩手北部・
同東南部,飛 騨,中 東濃,南 勢,但 馬,丹 波,鳥 取東部,石 見,備 北,五 島,
日田,宮 崎北部,薩 摩半 島,出 水薩摩,大 隅半 島,熊 毛の17地域 が加わ って,
21地域 とな ってい る。 これ ら低位地域はいずれ も,山 間あ るいは離島 とい った,
過 疎ない しそれに準ず る人 口減少 の地域 にあた ってい るといえ る。一方の指数
140以上 にあた る労働生産性 上位の地域については,表1に 示 した ごと くで・
1960年の6地 域か ら,1965年には神奈川が脱落 して,秋 田沿海,由 利,宮 城中
部,加 賀,申 予,安 芸,佐 賀が加わ った12地域 とな ってお り,西 南Fl本か らの
くい こみがめだ っている。
市町村別 にみた上位の ものにつ いての検 討は,年 に よる変動がか な り大 きい
ため,首 位争い的な順位比較をや ってみて もあ ま り意味を もたない。た とえば・
1960,1965,1967の3年次について各上 位5位 までを並べ てみ る と表5の ご と





















































愛 媛 ・吉 田 町
二」ヒ海 道 ●‡晃 元1田∫
静 岡 ・大 河内村
北海 道 ・新篠 津 村
大 阪 ・大 阪 市
岡 山 ・七区干 拓








阪 ・大 阪 市404大
阪 ・布 施 市180
島 ・広 島 市
島 ・船 越 町





阪 ・大 阪 市
1兵 庫'尼 崎 市京 ・羽 村 町東
神奈川 ・清 川 村
大 阪 ・富田林市
北海道 ・中札 内村1,808
大 阪 ・大 阪 市1,354
東 京 ・羽 村 町1,066
東 京 ・瑞 穂 町979
岡 山 ・日 生 町978
奈 良 ・河 合 町920






北 海道 ・苫小 牧市2,205
北 海道 ・中 札内村1,872
北 海道 ・歌 志内市1,839
東 京 ・羽 村 町1,447
北海道 ・新 篠津村1,438
石 川 ・寺 井 町1,180
兵 庫 ・八 千代町1,177
耕 地20ha,農業 専従 者20人未 満 の市 町村 を除 く
一11一
くになるが,土 地生産性で大阪市が首位を独占している程度で,他 は多少 とも
変動 している。 しか し,これを大局的につかむならば,1960年には土地生産性
で3～5位 に,労 働生産性でも,特殊な存在の北海道は除外するとして,吉 田





てお り,果樹をは じめとする園芸部門はそれにつ ぐ存在 となっているといえる。
ト
注1)こ こで使用す る 「土地 生産性 」,「労 働生産性 」 とい った用 語 について は,す べ
て 「農業所 得統 計」 に規 定 され た ままの もの とす る。 したが って,本 来 の生 産力
の範疇 とは,統 計操作上 当然 とはいえ るが,ズ レポあ るこ とをお断 わ りしてお く。
なお,用 語 の定 義につ い ては,同 統計書 を参照 され た い。
2)昭 和40年 度版 に記 された 「結 果 の概 要 」の項 目中,5～8ペ ー ジに,1960～
65年の生産 性 の伸び率 か らみ た地域 区分 が示 され てい る。 それ に よれ ば,北 海道
を除 い て,1型(労 働大,土 地大)84地域,H型(労 働大,土 地 小)14地域,皿
型(労 働 小,土 地 小)40地域,IV型(労 働小,土 地 大)4地 域 の4区 分 が行なわ
れ てい るが,本 文 に も述 べた ご とく,両 生 産性が か な り均 衡 して展開 して きてい
るため,ほ とん どの地域 が1型 と円型 に くみ こまれ て しまい,地 図 にお として も
これ だけ では あま り意味 を もたない。
3)1960年度 の市町村 別 図を並 出す る と,こ の聞 の変 化,と くに労 働生産性 での西
南 日本市町 村 の 上昇 に よる 両生産 性 の 一致傾 向を よ り明瞭 に示 し うるが,こ こ
では,紙 面 の都 合上 、残 念なが ら割 愛 させ て頂 く。
部門別にみた地域変動




の市町村数は,旧 稿で分析 したごとく,土 地生産性で349,労働生産性で302
を数えていた。同様な整理を1965年度について試みると,土地生産性460,労
一12一
表6首 位部 門別地 方別生産 性高位(指 数150以上)市 町村 数(1965)およびそ の増 減(1960～1965)
普通 活字は 土地,イ タ リックは労働 を示 す





















































































































































































































































































*農 業 専業 者50人未満 の もの(北 海道4 ,近 畿1)を ふ くむ。
**種 苗(1960年にニヒ地 ・労働 とも関東 に1)を ふ くむ
。
働 生産性247とな ってお り,そ の地方別 ・首位部 門別 の分布状況お よび5年 間
の増減は表6,図5に み られ るとお りであ る。 この間 の変動 として とくに注 目
され るのは,1960年度 には首位部 門別 で,土 地生産性 の37%,労働生産性 の47
%ま でを 占めていた米が,1965年度 には大 き く減退 して,そ れ ぞれ19%,37%
とな ってお り,こ れ に替 って,畜 産 が各14%から33%,30%へと急増 してい る
こ とである。畜産 と並 ぶ成 長部門 とい われ る園芸は,野 菜が土地生産性 におい
てか な り増加 してい るほか,あ ま り変 動がみ られない。 また麦 ・豆 ・い も類は
労 働生産性 において15%か ら8%へ と下落 してい る。 こ うした部門別 の動向は
地 域的 に も反映 され てお り,大 づかみにい って,西 南 日本での高位市町村の増
加,東 北 日本 での減少 を指摘 し うる と同時 に,こ の場合 も,図5に 明瞭に示 さ
れ るごと く,京 浜か ら北 九州にかけ ての ベル ト地域 への集中が顕著であ る。

















































































































































































表7は 大規模農家(粗 収入100万門以上 とみなされる農家)に ついての動向で
あるが,こ れ も1960年度について旧稿で分析して以降,か な りの変化が認めら
れ る。まず この間に,農 民層の分解が進攻 してい くなかで,わ ずかなが らでは
あるが,富 農層の形成が進み,大 規模農家=上 層農 としてとらえ られ るものが,
全国で1960年の約66,000戸か ら1965年の122,000戸へ と,2倍 近 くに増大して
いるのがみ られ る。 しか し,そ れで もなお,総 農家数に対する比率は,か ろ う
じて2.1%に達 したにす ぎない。
5年間の変動について検討すれば,一 見 して水稲部門の減少,畜 産 ・園芸部
門を経営の基幹 とす る大規模農家の増大が示 されていることがわかる。 さらに
地域的にみても,東北 ・北陸での減少,関 東以西の増大,な かで も関東 ・近畿
な どの大都市近郊地域では畜産諸部門が,四 国 ・東山などでは果樹部門がそれ
ぞれ比重を高めている。なお,そ の他に分類されているものの うち,主 要なも
のは工芸作物 としての タバ コであ り,茶,花 卉な どもい くらか存在 している。
総 じて土地の制約を受けない部門の展開がひきつづいているといえ よう。
以上述べてきたことを,こ こでひ とまず結論的に とりまとめておこう。
1)土 地生産性 と労働生産性 との地域差がかな り一致 してきていること。すな
わち,1960年度には,土 地生産性において西南1=1本が,労 働生産性において
は東北 日本が卓越 していたのが,そ の後の西南日本における生産性の進展に
伴 い,1965年度には両生産性の地域的偏差がそれほどくいちが った ものでは
な くなってきているのである。 このことは,農 基法農政実施以来,n本 農政
が従来の米作偏重か ら園芸 ・畜産を中心 とする,い わゆる選択的拡大部門育
成への姿勢を示す ようになった こととあいまって,米 作がかつてほ どの有利
性をもちえな くなってきていることを示 しているとみられ る。
2)FI本農業におけ る生産力の地域格差が明らかに増大 しつつあること。農業
と他産 業 との部門格差が事実上拡大 しつつあることはここで改めてい うまで
もないが,そ れ とともに,農 業生産内部においても,土 地 ・労働両生産性の
上にみ られ る格差が拡大 しつつあ る。 この場合,西 南日本対束北 日本 とい う
大地域的な対抗関係 とい うよりは,む しろ第2次 ・第3次 産業の展開 ・集中
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の著 しい,い わゆる太平洋ベル ト地域においての生産力の上昇が注 目され る。
一般的にいってこのベル ト地域が,農 業労働力の確保,市 場 との結びつきな
どの点で優位にたち,園 芸 ・畜産などの諸成長部門で展開をみせているのに
対 し,そ こか らはずれた地域は,一一部の特色ある存在を除いて,生 産人口の
減少による労働力不足をは じめ,生 産 ・流通両面でのデ メリットが累積し,
相対的のみな らず,絶 対的にも農業生産の衰退をきたしつつある。 したが っ




っついて,視 点を多少変えて,所 得統計中に記載 されている部門別粗収入を
利用 して,一 つの地域区分を試み よう。ただ し,こ れはあ くまで も,今後のよ
り適正な区分への足がか りのための試みにす ぎない ものである。
ここではまず,所 得統計に記 された部門別中分類15部門を,米,雑 穀(麦 ・
i雑穀 ・豆 ・い も類),園芸(野 菜,果 樹,花 卉,種 苗 ・苗木類),工芸作物,養
蚕,畜 産(役 肉用牛,乳 用牛,豚,鶏,そ の他畜産物)の6大 部門に再編 し,
粗収入で各20%をこえる部門について,152の農業地域別に図6に 記入 した。
これを再整理 してとりあえずの地域区分図 としたのが図7で,区 分の基準はつ
ぎのごとくである。
1)専 業地域 首位部門が粗生産額で40%以上を占め,他 に20%以上(米 以外
のものが首位の場合は,米 のみ40%以上)の ものがない地域。米については
他の商品作物部門と異 って,相 対的に商品化率が低いため,と くに勘案を加
えることに した。以下同様。
2)2部 門複合地域 首位お よび2位 の部門が20%(米のみ30%)以上で,他
部門が20%(米は30%)未満の地域。
3)3部 門複合地域 首位,2位,3位 部門 ともに20%(米は30%)をこえ,
他部門が20%(米は30%)未満の地域。
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以上 に よ り,粗 収 入の上 で米が30%,他 部門が20%をこえる種 ・々の組 合 わ せ
を作 ってあ ては め てみ ると,ほ ん どすべ ての地域を網羅 し うる ことにな るが,
実際の区分 に際 しては,後 述 の ごと く,多 少の勘案を加 えてあ る。部門記号を
A:米,B:雑 穀,C:園 芸,D:工 芸,E:養 蚕,F:畜 産 として,以 下,
実在す る各地域についての説 明を加えてい こう。
A米 作専業地域48地 域
米 が40%以1:を占め,他 に20%をこえ る部門を もた ない地 域。79,6%の庄
内を最高に,70%台 をマー クす る16地域 のほ とん どが,秋 田か ら福井 ・滋 賀
へかけ ての 日本海側に連続 してお り,宮 城北部 のみが太平洋側に存在 してい
る。 これ ら純粋 に来車地域 として とらえ られ るものにつ いで,60%台 が11地
域,50%台 が11地域で,粗 収入 の過半を米に よって得てい る地域が38,全体
のち ょうど1/4に達す る。 これ にA'と すべ きか と考 え られ る40%台の準米
軍地域10を加え ると,全 体 の約1/3を占め ることにな る。 なお,こ の他に も,
60%台3,50%台9の 地域が存在す るが,他 に20%以hの 部門を擁す るため,
ここには含 まれ ていない。東北 ・北陸 を除 いては,栃 木北部,滋 賀全県,伊
賀,島 根全 県,福 岡,北 九州 豊前,佐 賀,阿 蘇の諸地域 が これに属 し,A'
クラスには西南 目木の地域が多い.
C園 芸専業地域7地 域
園芸40%以上で他に20%(米 は40%,次 も同様)以 上の部 門を もたない地
域。和歌山紀中の66.0%を筆頭に,50%台が高知安 芸,和 歌山紀北,40%台
に静岡中部,千 葉京葉,愛 媛中 子,高 知中央があげ られ る。 ミカ ン産地 をは
じめ,高 知の促成疏菜,千 葉の近 郊鏡菜地域が該当 してい る。
F畜 産専業地域4地 域
畜産40%以上で他に20%以上 の部門のない地域。根釧 の81.2%をは じめ,
宗谷,日 限の北海道3地 域のみが該 当す るが,こ れに準ず る もの として,畜
産34.0%でそれにつ ぐ米 が22。4%にす ぎない岩手下閉伊 を加えた。いずれ も
遠隔地の原料乳生産地 とい って よい。


























































































































以下16地域が該 当す るが,熊 本県北は米39.9%についで園芸19.2%で,これ
に準ず る もの とみ な して加えた。 リンゴ,ミ カンな どの果 樹産地を多 く擁 し,
ほか に東信,奈 良,備 後北,宮 崎南部 とい った競業産地 が加わ ってい る。
AF米 作 ・畜産地域29地 域
米30%以上,畜 産20%以上で他 に20%をこす部門 のない地域。米作 専業に
ついで多 くの地域 を数 え るが,こ れは所 得統計が粗収 入を基準 としてい るた
め,必 要経 費を多 く要す る畜産部門が相対 的に優位 に示 され てい るこ とに よ
るもの と察せ られ る。純収益を とれば地域数は より減 少す るであろ う。 また,
各地域で の20%未満の部 門を も考慮す れば,米 ・畜産 のみでな く,さ らに他
部門 と複合的に組 合わされてい る場 合が多 く,畜 産 専業 的 とい うよ りは,多
角経営の なか で,畜 産 を基 幹 としてい る地域 とい った性 格が強い。該 当す る
27地域に,茨 城北部(米34.9%,畜産19.8%)および宮 崎霧島(米43.5%,
畜産22.4%,雑穀20.3%)をこれに準ず る地域 として加えてあ る。地域的分
布 としては,北 上山地,関 東東部,岐 阜,兵 庫か ら広島にかけ ての一帯,山
口西部,霧 島山地 な どに集中 しているのがみ られ る。
BF雑 穀 ・畜産地域7地 域
雑穀類 お よび畜産 が ともに20%以上で,他 に20%(米 は30%)を こえ る部
門のない4地 域 に加えて,本 来はABFと すべ きであ るが,米 が30%をわず
か に こえる程 度の2地 域,茨 城鹿行(米31.6%),長崎東南部(30.9%),さ
らに鹿児 島大隅半 島(米31.0%,雑穀28.5,畜産19.2%)をもこれに準ず る
地域 として加えた。雑穀部門 としては,北 海道十勝 の48,3%が最高 で,こ の
場 合の品 目は アズキ,実 インゲ ン,実 ダイズな どの豆類が中心 とな ってい る。
これ につ ぐ網走 も同様の品 目で あるのに対 し,茨 城鹿行お よび九州 の諸地域
はいずれ もサツマイモであ る。
CF園 芸 ・畜産 地域 ¢'20地 域
園芸 ・畜産 ともに20%以上で,他 に20%(米30%)以 上の部門のない地域。
該 当19地域 に群馬東毛(畜 産28.2%,園芸19.1%)を加 えた。地域的分布は
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関東以西に限 られてお り,京 浜,大 阪をは じめ とす る近郊地帯 と,群 馬北毛,
奈 良吉野,愛 媛南予,長 崎西彼,鹿 児島薩摩半島な ど,中 間ない し遠隔の畑
作地帯 とが含 まれ てい る。
CE園 芸 ・養蚕 地域1地 域
園芸 ・養蚕 ともに20%以上で,他 に20%(米30%)を こえ る部門のない地
域。現在,養 蚕専業地域は,市 町村別 にすれば ともか く,農 業地域単位では
存在 しない。 しか も養蚕部門で最高値を示 す群馬中毛 で も25.6%で,畜産に
付随 した地 位を占め るにす ぎない。 ここでの該当地域 は山梨 国中のみであ る
が,こ の場 合 もむ しろ園芸部門が主力 とな ってい る。
EF養 蚕 ・畜産地域3地 域
養i蚕・畜産 ともに20%をこえ,他 に20%(米30%)を こえ る部 門のない地
域。該 当す る群馬中毛お よび埼玉秩父の2地 域に,山 梨郡内(畜 産26.1%,
養蚕17.5%)を加 えた。いずれにせ よ畜産 が首位 で,戦 前の状況 とは大 き く
相違 している。前者 のCFとEFと で養蚕 十α地域 として もとらえ うるが,
前述の ごと く,す べて養蚕が副次的存在にす ぎぬため,地 域数は少ないが,
いずれ も独立 した地域 として設定 しておいた。
D・BD甘 庶作地域2地 域
工芸作物を専業的に経営 する地域 としては,特 殊 な存在 として,甘 庶 作中
心の鹿児 島大島(54.3%)があ るのみで,こ れにつ ぐ同熊 毛(工 芸25.3%,
雑穀=一甘藷24.2%)が唯一のBDに 該当す る地域 であ るため,こ こでは と く
に両者 をま とめて1地 域 とした。 なお,他 の地域 の工芸f乍物部門はすべ て25
%未 満にす ぎない。
ACF米 作 ・園芸 ・畜産地域12地 域
米30%,園 芸 ・畜産 が ともに20%以上で,他 に20%以上の部 門のない地域。
CFと 同 じく,関 東以西の多角的経営地域で,都 市近郊ない しその周辺部 に
多 くみ られ る。.
ADF米 作 ・工芸 ・畜産 地域2地 域
米30%,工芸 作物 ・畜産が ともに20%以上で,他 に20%以上の部門 をもた
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ない地域。 岡山備北 と長崎壱岐の2地 域 のみが該 当す るが,こ の場合の工芸
作物はいずれ もタバ コを主 としてお り,そ の性格か らして,む しろACFに
近 い もの とみな しうる。ち なみに,図 ない し区分 には登場 しないが,工 芸作
物部門で これにつ ぐ比重を もつ地域 としては,テ ンサ イの網走(19.5%),十
勝(16・9%),茶の静岡中部(17.2%),イグサの熊本県南(18.0%)などが
あげ られ る。
なお補足 的に,市 町村別 に小分類 としての首位品 目を記入 した図8を 掲げ て
'お
こ う。 ここで利用 した1967年度の所 得統計では,市 町村別 に各単位 品 目の上
位1～5位 が記載 され てお り,園 芸 とか畜産 とい った大分類でな く,キ ウ リ,
ミカンとい った小分類で区分 されてい るため,ほ とん どの市町村 で米が首位を
占め る結果 とな ってい る。そ のため,首 位 の米が30%未満で2位 の品 目が10%
を こえ る場合を もこれ に加え て記入 しておいた。単位品 目であ るため,と くに
疏菜産地 の よ うな,一 般 的にい って多毛作多品 目の経 営を行な ってい る市町村
が表面化 しない き らい もあ るが,こ れに よって大分 類では把握 しえない品 目的
特 色(印 刷の図には 品 目名 までを記入 しえなか ったが)を つかみ,さ らに農業
地 域別では とらええない,よ り精密 な区分 界を設定す ることが可能 とな ろ う。
と くに品 目別 にみ て主要 な ものを指摘 しておけば,雑 穀 としては十勝 のアズ
キ,そ の他の北海道のバ レイ シ ョ,千 葉 の ラ ッカセイ,九 州のサ ツマイモ,野
菜 としては札幌 のタマネギ,洞 爺湖周辺 のイ ンゲ ン,栃 木北部の ダイ コン,群
馬北西部のキ ャベ ツ,南 佐久のバ ク聯イ と レタス,三 浦半 島のキ ャベ ツとスィ
九 東 京 ・千葉境界付近 のネギ,大 阪南部 のタマネギ,高 知安芸 のキ ウ リとナ
ス,果 樹 としては周知の ミカ ン,リ ンゴの産地に甲府 盆地の ブ ドウとモモ,長
野塩尻 の ブ ドウ,紀 南の ウメ,鳥 取 のナ シ,花 卉 としては八丈島 の観葉植物 と
渥美半島 のキ ク,工 芸作物 としては北海道 の テンサ イ,関 東西部 の コンニャク,
静岡中部 の茶,福 島南部か ら関東北部にか けての一帯,徳 島西部,愛 媛中部,
島原半島 などの タバ コ,高 知北部の コンニャクと ミツマタ,薩 南諸 島のサ トウ


































城 の ブタ,京 都,岡 山西部な どの鶏卵 とい った ところがあげ られ る。
ともか く,上 述 の ごと く,本 稿 においては粗収入 を基準 とした農業 地域別の
区分 を試みたわけであ るが,今 後 さ らに,今 回 も多少の検討を加えておいた と
ころの土地 ・労働生産性 の高低お よびそ の伸 び率,農 業部門別 の変動,市 町村
別統 計な どとか らみあわせ,さ らに ここではふれえなか った農家 の階層的諸問
題,労 働力の存在形態,工 業化 ・都市化 との対応関係な ど,総 合的な指標を と
りあげ て,現 状 の経 済地域に よ り則 した区分へ と進めてい きたい と考えてい る。
(付記)本 稿の一部は,1968年度日本地理学会秋季大会(鳥 取)に 索ける農業地理学
.研 究委員会第2回 集会の席上,問 題提起として発表したものである.
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